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大津市大津駅西地区都市再生住宅の設置及び管理に関する条例の施行期日を定める規則を公布する。 

  平成25年２月15日  

大津市長  越    直  美 

大津市規則第５号 

大津市大津駅西地区都市再生住宅の設置及び管理に関する条例の施行期日を定める規則 

大津市大津駅西地区都市再生住宅の設置及び管理に関する条例（平成24年条例第61号）の施行期日は、平成25

年３月１日とする。 

    

 

大津市補助金等交付規則の一部を改正する規則を公布する。 

  平成25年２月15日 

大津市長  越    直  美 

大津市規則第６号 

大津市補助金等交付規則の一部を改正する規則 

大津市補助金等交付規則（平成10年規則第32号）の一部を次のように改正する。  

規 則 

 

市 章 
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別表第２項の表知的障害者自立生活支援ホーム運営事業費補助金の項の次に次のように加える。 

指定障害者支援施設

運営費補助金 

指定障害者支援施設に人員配置基準を超えて看護職員を置く設置者に対し、そ

の人件費に要する経費の一部を補助し、もって福祉の増進を図ること。 

別表第４項の表中小企業退職金共済制度掛金補助金の項中「中小企業退職金共済制度掛金補助金」を「中小企

業退職金共済制度等掛金補助金」に改め、別表第４項の表農業経営基盤強化資金利子助成金の項の次に次のよう

に加える。  

農地集積協力交付金 地域の中心となる農業経営体に農地の集積及び分散化した農地の連坦化に協力

するために農地を提供した者に対し、交付金を交付し、もって農地の集積等を促

進し、農業効率の向上と経営規模の拡大による競争力の強化を図ること。 

別表第４項の表環境農業支援交付金の項の次に次のように加える。 

環境保全型農業直接

支払交付金 

地球温暖化防止及び生物の多様性の保全等に効果の高い営農活動に取り組む

農業者に対し、当該営農活動の実施に要する経費に係る交付金を交付し、もっ

て農業分野の有する環境保全機能の推進を図ること。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

    

 

大津市介護老人保健施設の管理運営に関する規則の一部を改正する規則を公布する。 

  平成25年２月15日 

大津市長  越    直  美 

大津市規則第７号 

大津市介護老人保健施設の管理運営に関する規則の一部を改正する規則 

大津市介護老人保健施設の管理運営に関する規則（平成８年規則第16号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１食事の提供に要する費用の項短期入所療養介護のサービス及び介護予防短期入所療養介護のサービス

の欄中「１日につき 1,380円」を「１食につき 580円（朝食にあっては、220円）」に、「1,550円」を「650

円（朝食にあっては、250円）」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

    

 

大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  平成25年２月15日 

大津市長  越    直  美 

大津市規則第８号 

大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則（平成18年規則第22号）の一部を次のように

改正する。 

第５条第２項中「様式第３号」を「様式第２号」に改める。 

第７条第１項中「様式第４号」を「様式第３号」に改め、同条第２項各号を次のように改める。 

⑴ 位置図（2,500分の１以上の地形図） 

⑵ 周囲の土地利用状況図（2,500分の１以上） 

⑶ 埋立て等の施工に係る工事請負契約書等の写し 

⑷ 事業主、事業施行者及び現場責任者（以下「事業者等」という。）に係る次に掲げる書類 

ア 住民票（事業者等が法人である場合は、当該法人の登記事項証明書及び役員一覧表（様式第４号）） 

イ 欠格要件非該当誓約書（様式第５号） 

ウ 事業者等が条例第８条第１号クに規定する未成年者である場合は、その法定代理人の住民票の写し（法

定代理人が法人である場合は、代理権を証明する書面並びに当該法人の登記事項証明書及び役員一覧表

（様式第４号）） 

エ 事業者等に第９条に規定する使用人がある場合は、使用人一覧表（様式第５号の２） 
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⑸ 公図の写し 

⑹ 土地の登記事項証明書 

⑺ 土地所有者の同意書（様式第６号）  

⑻ 土砂等の土壌検査報告書（様式第７号） 

⑼ 土砂等の搬入経路図（50,000分の１以上程度の地形図） 

⑽ 埋立て等に使用する土砂等に係る土量計算書 

⑾ 事前説明報告書（様式第８号） 

⑿ 第４条第２号に規定する掲示板の掲出を証する写真 

⒀ 水路及び道路の占用許可書の写し並びに施工承認書の写し 

⒁ 関係機関との協議結果報告書その他の協議が了したことを証する書類 

⒂ 埋立て等の施工に係る工程表 

⒃ 流量計算書 

⒄ 放流許可書の写し 

⒅ 事業区域の現況写真 

⒆ 現況平面図（500分の１以上） 

⒇ 事業区域の面積を明らかにした求積図 

(21) 計画平面図、計画縦横断面図及び計画土留構造図（500分の１以上） 

(22) 計画排水平面図、計画排水縦横断面図及び計画排水構造図（500分の１以上） 

(23) その他市長が必要と認める書類 

第７条第３項を次のように改める。 

３ 条例第７条第13号の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 事業区域において生じる濁水の流出を防止するために講ずる措置 

⑵ 事業者等が条例第８条第１号クに規定する未成年者である場合は、その法定代理人の氏名及び住所（法定

代理人が法人である場合は、当該法人の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 

第９条を次のように改める。 

（特定使用人） 

第９条 条例第８条第１号カの規則で定める使用人は、次に掲げる者とする。 

⑴ 本店若しくは支店又は主たる事務所若しくは従たる事務所の代表者 

⑵ 前号に掲げる者のほか、土砂等による土地の埋立て等に係る契約を締結する権限を有する者 

第10条第１項中「第８条第４号」を「第８条第５号」に改め、同条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同

項に次の１号を加える。 

⑷ 法令又はこれに基づく処分等により行う行為で、土砂等の崩落、飛散又は流出による災害の発生を防止す

るために必要な措置が講じられるものとして市長が認めるもの 

第10条の次に次の１条を加える。 

（滋賀県警察本部長への情報提供依頼） 

第10条の２ 市長は、事業者等（これらの者が法人である場合にあってはその役員とし、未成年者である場合に

あってはその法定代理人（法定代理人が法人である場合にあっては、その役員）を含む。）及び第９条に定め

る特定使用人が条例第８条第１号ア又はイに掲げる者に該当するか否かについて、滋賀県警察本部長に情報の

提供を求めることができる。 

第14条第２項に次のただし書を加える。 

ただし、当該変更の内容により市長が添付を要しないと認める場合は、この限りでない。 

第14条第３項第３号を次のように改める。 

⑶ 埋立て等を行う期間 

第15条の次に次の１条を加える。 

（軽微な変更に係る届出） 

第15条の２ 条例第10条第４項の届出は、埋立て等軽微変更届出書（様式第12号の２）により行うものとする。  

 第16条の２第２項中「様式第12号の２」を「様式第12号の３」に改め、同条第３項中「様式第12号の３」を

「様式第12号の４」に改め、同条第４項中「様式第12号の４」を「様式第12号の５」に改める。 

第16条の３第１項及び第２項を次のように改める。 

条例第10条の３の土砂等管理簿の様式は、様式第12号の６によるものとする。 

２ 許可事業者は、毎月５日までにその前月中の土砂等管理簿を作成しなければならない。 

 第16条の３第３項を削り、同条第４項を同条第３項とする。 

第18条の２第２号を次のように改める。 
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⑵ 当該期間中の土砂等管理簿の写し 

第22条中「第18条第２項」を「第18条第３項」に改める。 

第23条中「第18条第１項」の次に「又は第２項」を加える。 

別表第２第１項中「ように」の次に「、あらかじめ当該地層に」を加え、同表第２項中「事業を施行する前の

地盤において、事業」を「埋立て等」に改め、「原則として」の次に「埋立て等を行う地表面に」を加え、 

「、地盤」を「、当該地表面」に、「すべて」を「全て」に改め、同表第３項中「にあっては、」の次に「埋

立て等に使用された土砂等が流下しないよう、あらかじめ埋立て等を行う当該渓流の下流側に」を、「とも

に、」の次に「現況の渓床面等に」を加え、同表第５項中「施工に際しては」の次に「、埋立て等に使用された

土砂等の崩落、飛散又は流出による災害等が発生しないよう」を加え、同表第６項中「伴い」を「際しては」に

改め、同表第７項中「流下させる構造とし、流量計算書を添付すること」を「流下させるための措置が講じられ

ていること」に改め、同表第９項中「施工に際しては、」の次に「埋立て等が施工された法
のり

面ごとに」を加え、

「とする」を「に整形する」に改め、同表第10項中「については、」の次に「盛土高」を加え、同表第11項中

「ため、」の次に「必要に応じて、埋立て等が施工された層ごとに」を加え、同表第12項中「切土面は」の次に

「、必要に応じて、当該切土が施工された法
のり

面ごとに当該」を加え、同表第13項中「ように、」の次に「埋立て

等が施工された層ごとに」を加え、同表第15項中「保護する」を「保護するための必要な」に改める。 

様式第１号中「番地」を「番」に、「使用される」を「使用する」に改める。 

様式第２号を削る。 

様式第３号（表）中「あて先」を「宛先」に、「番地」を「番」に、「使用される」を「使用する」に改め、

同様式（裏）中「土地利用状況図（500分の１以上）」を「土地利用状況図（2,500分の１以上）」に改め、同様

式を様式第２号とする。 

様式第４号（表）中「あて先」を「宛先」に、「番地」を「番」に、「使用される」を「使用する」に、「使

用された」を「使用した」に、 

「 

現場責任者 

住所 

氏名               

連絡先（昼）       （夜） 

を 

  備考 事業主、事業施行者及び現場責任者の印は実印とし、印鑑登録証明書を添付すること。    」 

「 

現場責任者 

住所 

氏名               

連絡先（昼）       （夜） 

事業主、事業施行者及び現場責任者が未成

年者である場合の法定代理人 

住所 

氏名               

連絡先（昼）       （夜） 

に 

                                                」 

改め、同様式（裏）を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏） 
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添付書類（添付書類に○を付けること。） 

１ 委任状 

２ 位置図（2,500分の１以上の地形図） 

３ 周囲の土地利用状況図（2,500分の１以上） 

４ 埋立て等の施工に係る工事請負契約書等の写し 

５ 事業主、事業施行者及び現場責任者に係る次に掲げる書類 

⑴ 住民票（事業者等が法人である場合は、当該法人の登記事項証明書及び役員一覧表（様式第４号）） 

⑵ 欠格要件非該当誓約書（様式第５号） 

⑶ 事業者等が大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第８条第１号クに規定する未成年者で

ある場合は、その法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合は、代理権を証明する書面並び

に当該法人の登記事項証明書及び役員一覧表（様式第４号）） 

⑷ 事業者等に大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則第９条に規定する使用人があ

る場合は、使用人一覧表（様式第５号の２） 

６ 公図の写し 

７ 土地の登記事項証明書 

８ 土地所有者の同意書（様式第６号） 

９ 土砂等の土壌検査報告書（様式第７号) 

10 土砂等の搬入経路図（50,000分の１以上程度の地形図） 

11 埋立て等に使用する土砂等に係る土量計算書 

12 事前説明報告書（様式第８号) 

13 大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則第４条第２号に規定する掲示板の掲出を証

する写真 

14 水路及び道路の占用許可書の写し並びに施工承認書の写し 

15 関係機関との協議結果報告書その他の協議が了したことを証する書類 

16 埋立て等の施工に係る工程表 

17 流量計算書 

18 放流許可書の写し 

19 事業区域の現況写真 

20 現況平面図（500分の１以上） 

21 事業区域の面積を明らかにした求積図 

22 計画平面図、計画縦横断面図及び計画土留構造図（500分の１以上） 

23 計画排水平面図、計画排水縦横断面図及び計画排水構造図（500分の１以上） 

24 その他市長が必要と認める書類 
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様式第４号別紙中「使用される」を「使用する」に、「使用された」を「使用した」に改め、同様式を様式第

３号とし、同様式の次に次の１様式を加える。 

様式第４号（第７条関係） 

役員一覧表 

役  職 
ふ り が な 

氏     名 
住       所 生 年 月 日 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

注 役員とは、大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第８条第１号エに規定する者をいう。 

第８条（抜粋） 

⑴ 事業者及び現場責任者（以下「事業者等」という。）が次のいずれにも該当しないこと。 

ア この条例又はこの条例に基づく処分に違反し、懲役又は罰金の刑に処せられた者で、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しないもの 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）に規定する暴力団員（以下

「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

ウ 第13条第２項、第17条第１項若しくは第２項、第18条第３項又は第19条第２項から第４項までの規定に

よる命令を受けた者で、当該命令に係る必要な措置を市長が定めた期限までに完了していないもの 

エ 第18条第１項又は第２項の規定により許可を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない者（当

該許可を取り消された者が法人である場合にあっては、当該取消しの処分に係る大津市行政手続条例（平

成８年条例第30号）第15条第１項の規定による通知（以下「聴聞通知」という。）があった日前60日以内

に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問そ

の他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ

れらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。以下同じ。）であった者で、当

該取消しの日から５年を経過しないものを含む。）。ただし、事業者等が第18条第１項第４号又は第５号

に該当することにより当該許可を取り消された者である場合は、この限りでない。 

オ 第18条第１項又は第２項の規定による許可の取消しの処分（同項第４号に該当したことによる許可の取

消しの処分を除く。）に係る聴聞通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する

日までの間に第13条第１項の規定による届出をした者（当該届出がなかったとしたならば当該処分を受け

ることとなった者として市長が認めたものに限る。）で、当該届出の日から５年を経過しないもの 

カ オに規定する期間内に第13条第１項の規定による届出があった場合において、聴聞通知があった日前60

日以内に当該届出に係る法人（当該届出がなかったとしたならば当該処分を受けることとなった法人とし

て市長が認めたものに限る。）の役員若しくは規則で定める使用人（以下「特定使用人」という。）であ

った者又は当該届出に係る個人（当該届出がなかったとしたならば当該処分を受けることとなった者とし

て市長が認めたものに限る。）の特定使用人であった者で、当該届出の日から５年を経過しないもの 

キ 埋立て等に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者 

ク 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者で、その法定代理人（法定代理人が法人である

場合にあっては、その役員を含む。）がアからキまでのいずれかに該当するもの 

ケ 法人でその役員又は特定使用人のうちにアからキまでのいずれかに該当する者のあるもの 

コ 法人でイに規定する者がその事業活動を支配するもの 

サ 個人で特定使用人のうちにアからキまでのいずれかに該当する者のあるもの 
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様式第５号を次のように改める。 

様式第５号（第７条関係） 

年  月  日 

欠格要件非該当誓約書 

（宛先） 

大津市長   

事 業 主 住所 

氏名                ㊞ 

        法人にあっては、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名   

電話番号    （  ）   

事業施行者 住所 

氏名                ㊞ 

        法人にあっては、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名    

電話番号    （  ）  

現場責任者 住所 

氏名                ㊞ 

        法人にあっては、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名    

電話番号    （  ）   

 

 私（私たち）は、大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第８条第１号アからサまでのいずれ

にも該当しないことを誓約します。なお、貴市が必要とする場合は、私（私たち）が同号ア又はイに掲げる者に

該当するか否かについて、滋賀県警察本部長に照会することを承諾します。 

 
第８条（抜粋） 

⑴ 事業者及び現場責任者（以下「事業者等」という。）が次のいずれにも該当しないこと。 

ア この条例又はこの条例に基づく処分に違反し、懲役又は罰金の刑に処せられた者で、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しないもの 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）に規定する暴力団員（以下

「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

ウ 第13条第２項、第17条第１項若しくは第２項、第18条第３項又は第19条第２項から第４項までの規定に

よる命令を受けた者で、当該命令に係る必要な措置を市長が定めた期限までに完了していないもの 

エ 第18条第１項又は第２項の規定により許可を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない者（当

該許可を取り消された者が法人である場合にあっては、当該取消しの処分に係る大津市行政手続条例（平

成８年条例第30号）第15条第１項の規定による通知（以下「聴聞通知」という。）があった日前60日以内

に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問そ

の他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ

れらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。以下同じ。）であった者で、当

該取消しの日から５年を経過しないものを含む。）。ただし、事業者等が第18条第１項第４号又は第５号

に該当することにより当該許可を取り消された者である場合は、この限りでない。 

オ 第18条第１項又は第２項の規定による許可の取消しの処分（同項第４号に該当したことによる許可の取

消しの処分を除く。）に係る聴聞通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する

日までの間に第13条第１項の規定による届出をした者（当該届出がなかったとしたならば当該処分を受け

ることとなった者として市長が認めたものに限る。）で、当該届出の日から５年を経過しないもの 

カ オに規定する期間内に第13条第１項の規定による届出があった場合において、聴聞通知があった日前60

日以内に当該届出に係る法人（当該届出がなかったとしたならば当該処分を受けることとなった法人とし

て市長が認めたものに限る。）の役員若しくは規則で定める使用人（以下「特定使用人」という。）であ

った者又は当該届出に係る個人（当該届出がなかったとしたならば当該処分を受けることとなった者とし

て市長が認めたものに限る。）の特定使用人であった者で、当該届出の日から５年を経過しないもの 

キ 埋立て等に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者 

ク 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者で、その法定代理人（法定代理人が法人である

場合にあっては、その役員を含む。）がアからキまでのいずれかに該当するもの 

ケ 法人でその役員又は特定使用人のうちにアからキまでのいずれかに該当する者のあるもの 

コ 法人でイに規定する者がその事業活動を支配するもの 

サ 個人で特定使用人のうちにアからキまでのいずれかに該当する者のあるもの 
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様式第５号の次に次の１様式を加える。 

様式第５号の２（第７条関係） 

使用人一覧表 

ふ り が な 

氏   名 
住    所 生 年 月 日 所属等 役職等 

     

     

     

     

     

     

     

     

注 使用人とは、大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則第９条に規定する者をいう。 

大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第８条（抜粋） 

⑴ 事業者及び現場責任者（以下「事業者等」という。）が次のいずれにも該当しないこと。 

ア この条例又はこの条例に基づく処分に違反し、懲役又は罰金の刑に処せられた者で、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しないもの 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）に規定する暴力団員（以下

「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

ウ 第13条第２項、第17条第１項若しくは第２項、第18条第３項又は第19条第２項から第４項までの規定に

よる命令を受けた者で、当該命令に係る必要な措置を市長が定めた期限までに完了していないもの 

エ 第18条第１項又は第２項の規定により許可を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない者（当

該許可を取り消された者が法人である場合にあっては、当該取消しの処分に係る大津市行政手続条例（平

成８年条例第30号）第15条第１項の規定による通知（以下「聴聞通知」という。）があった日前60日以内

に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問そ

の他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ

れらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。以下同じ。）であった者で、当

該取消しの日から５年を経過しないものを含む。）。ただし、事業者等が第18条第１項第４号又は第５号

に該当することにより当該許可を取り消された者である場合は、この限りでない。 

オ 第18条第１項又は第２項の規定による許可の取消しの処分（同項第４号に該当したことによる許可の取

消しの処分を除く。）に係る聴聞通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する

日までの間に第13条第１項の規定による届出をした者（当該届出がなかったとしたならば当該処分を受け

ることとなった者として市長が認めたものに限る。）で、当該届出の日から５年を経過しないもの 

カ オに規定する期間内に第13条第１項の規定による届出があった場合において、聴聞通知があった日前60

日以内に当該届出に係る法人（当該届出がなかったとしたならば当該処分を受けることとなった法人とし

て市長が認めたものに限る。）の役員若しくは規則で定める使用人（以下「特定使用人」という。）であ

った者又は当該届出に係る個人（当該届出がなかったとしたならば当該処分を受けることとなった者とし

て市長が認めたものに限る。）の特定使用人であった者で、当該届出の日から５年を経過しないもの 

キ 埋立て等に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由がある者 

ク 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者で、その法定代理人（法定代理人が法人である

場合にあっては、その役員を含む。）がアからキまでのいずれかに該当するもの 

ケ 法人でその役員又は特定使用人のうちにアからキまでのいずれかに該当する者のあるもの 

コ 法人でイに規定する者がその事業活動を支配するもの 

サ 個人で特定使用人のうちにアからキまでのいずれかに該当する者のあるもの 

規則第９条 

条例第８条第１号カの規則で定める使用人は、次に掲げる者とする。 

⑴ 本店若しくは支店又は主たる事務所若しくは従たる事務所の代表者 

⑵ 前号に掲げるもののほか、土砂等による土地の埋立て等に係る契約を締結する権限を有する者 
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様式第６号を次のように改める。 

様式第６号（第７条関係） 

  年  月  日 

 

土地所有者の同意書 

 

（宛先）      

大津市長                 

 

住所                

 

所有者 氏名             ㊞  

 

電話    （   ）       

 

 

私が所有する次の物件について、次の事業主が埋立て等を行うことに異議がないので同意します。 

なお、この同意の前提として、同事業主から   年   月   日に大津市土砂等による土地の埋立て等

の規制に関する条例第６条第１項の許可について説明を受け、その内容を確認しました。 

 

住所               

                       事業主 

                           氏名               

 

 

事業区域の所在地 所在地及び地番 
地   目 

面積（㎡） 摘  要 

    

備考 

１ 所有者の氏名は、自署の上、押印すること。  

２ 事業区域の所在地の欄には、埋立て等に係る全ての地番を記入すること。 
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様式第７号を削る。 

様式第８号中「あて先」を「宛先」に、「使用される」を「使用する」に改め、同様式を様式第７号とし、同

様式の次に次の１様式を加える。 

様式第８号（第７条関係） 

  年  月  日 

事前説明報告書 

（宛先） 

大津市長   

     住所 

 事業主 

氏名                ㊞ 

法人にあっては、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名                     

電話番号    （  ）       

 

土砂等による土地の埋立て等について、事業区域の周辺住民等に事前説明を行いましたので、その内容を次の

とおり報告します。 

 

埋 立 て 等 の 目 的 
 

事 業 区 域 の 所 在 地 大津市        番 ほか   筆 

事 業 区 域 の 面 積 等            ㎡（地目          ） 

説 明 の 方 法 
 

日 時 年  月  日  時から   時まで 

場 所 
 

出 席 者 周辺住民側     人、事業者側      人 

説 明 会 の 内 容 そ の 他 の 記 録 
 

出 席 者 の 意 見 
 

出 席 者 の 意 見 に 対 す る 措 置 
 

 

上記のとおりであることを確認する。 

年   月   日 

周辺住民代表者 

住所 

役職・氏名 

備考 

 １ 周辺住民代表者の住所、役職名・氏名については、自署であること。 

２ 説明会の内容その他の記録、出席者の意見及び出席者の意見に対する措置については、詳細に記入する

こと。なお、枠内に記入できない場合は、別紙を添付すること。 
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       「    許 可 

様式第９号中 埋立て等   決定通知書 を「埋立て等許可（不許可）決定通知書」に、「番地」を「番」 

不許可     」 

に、「使用される」を「使用する」に改める。 

様式第10号及び様式第11号を次のように改める。 

様式第10号（第12条関係） 

   年  月  日 

（表） 

埋立て等変更許可事前協議書 

（宛先） 

大津市長   

     住所 

事業主 

氏名                ㊞ 

法人にあっては、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名   

電話番号    （  ）  

 

年  月  日付け  第   号で許可を受けた埋立て等に係る変更の許可について、事前協議を行い

たいので、大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則第12条の規定により、次のとおり提

出します。 

 

埋立て等の目的及び種別  

事 業 区 域 の 

所 在 地 
大津市          番      ほか   筆 

事 業 区 域 の 

面 積 等 
㎡  （地目         ） 

埋立て等に使用する土砂

等の搬入予定量(全体) 
             ㎥ 

埋 立 て 等 を 行 う 期 間 年  月  日 から    年  月  日 まで 

施 工 方 法 直 営  ・  請 負 

事 業 施 行 者 

住所 

氏名                          

連絡先      （昼）        （夜） 

現 場 責 任 者 

住所 

氏名                          

連絡先      （昼）        （夜） 

備 考 添付書類（裏面のとおり） 

備考 変更後の事項を記入の上、その上段に変更前の事項を括弧書きで記載すること。 
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（裏） 

添付書類（添付書類に○を付けること。） 

１ 位置図（2,500分の１以上の地形図） 

２ 周囲の土地利用状況図（2,500分の１以上） 

３ 公図の写し 

４ 埋立て等に使用する土砂等に係る土量計算書 

５ 埋立て等の施工に係る工程表 

６ 事業区域の現況写真 

７ 現況平面図（500分の１以上） 

８ 事業区域の面積を明らかにした求積図 

９ 計画平面図 

10 その他市長が必要と認める書類 
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様式第11号（第14条関係） 

  年  月  日   

（表） 

埋立て等変更許可申請書 

（宛先） 

大津市長   

     住所 

事業主 

氏名                ㊞ 

法人にあっては、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名    

電話番号    （  ）     

 

年  月  日付け  第    号で許可を受けた埋立て等について、許可事項を変更したいので、大

津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第10条第２項の規定により、次のとおり申請します。 

 

変更事項 変更前 変更後 

 

 

 

 

 

  

変

更

理

由 
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（裏） 

添付書類（添付書類に○を付けること。） 

１ 委任状 

２ 位置図（2,500分の１以上の地形図） 

３ 周囲の土地利用状況図（2,500分の１以上） 

４ 埋立て等の施工に係る工事請負契約書等の写し 

５ 事業主、事業施行者及び現場責任者に係る次に掲げる書類 

⑴ 住民票（事業者等が法人である場合は、当該法人の登記事項証明書及び役員一覧表（様式第４号）） 

⑵ 欠格要件非該当誓約書（様式第５号） 

⑶ 事業者等が大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第８条第１号クに規定する未成年者で

ある場合は、その法定代理人の住民票の写し（法定代理人が法人である場合は、代理権を証明する書面並び

に当該法人の登記事項証明書及び役員一覧表（様式第４号）） 

⑷ 事業者等に大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則第９条に規定する使用人があ

る場合は、使用人一覧表（様式第５号の２） 

６ 公図の写し 

７ 土地の登記事項証明書 

８ 土地所有者の同意書（様式第６号） 

９ 土砂等の土壌検査報告書（様式第７号) 

10 土砂等の搬入経路図（50,000分の１以上程度の地形図） 

11 埋立て等に使用する土砂等に係る土量計算書 

12 事前説明報告書（様式第８号) 

13 大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例施行規則第４条第２号に規定する掲示板の掲出を証

する写真 

14 水路及び道路の占用許可書の写し並びに施工承認書の写し 

15 関係機関との協議結果報告書その他の協議が了したことを証する書類 

16 埋立て等の施工に係る工程表 

17 流量計算書 

18 放流許可書の写し 

19 事業区域の現況写真 

20 現況平面図（500分の１以上） 

21 事業区域の面積を明らかにした求積図 

22 計画平面図、計画縦横断面図及び計画土留構造図（500分の１以上） 

23 計画排水平面図、計画排水縦横断面図及び計画排水構造図（500分の１以上） 

24 その他市長が必要と認める書類 
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       「      許 可 

様式第12号中 埋立て等変更   決定通知書 を「埋立て等変更許可（不許可）決定通知書」に改める。 

不許可     」 

様式第12号の４中「あて先」を「宛先」に改め、同様式を様式第12号の５とする。 

様式第12号の３中「あて先」を「宛先」に改め、同様式を様式第12号の４とする。 

様式第12号の２中「あて先」を「宛先」に改め、同様式を様式第12号の３とし、様式第12号の次に次の１様式

を加える。 

 

様式第12号の２（第15条の２関係） 

年  月  日 

埋立て等軽微変更届出書 

（宛先） 

大津市長   

     住所 

事業主 

氏名                ㊞ 

法人にあっては、主たる事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名    

電話番号    （  ）   

   

年 月 日付け  第   号で許可を受けた埋立て等について、下記の事項を変更したいので、大津市

土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例第10条第４項の規定により、関係書類を添えて届け出ます。 

 

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 

   

変 

更 

理 

由 

   

添 

付 

書 

類 
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様式第12号の５の次に次の１様式を加える。 

様式第12号の６（第16条の３関係） 

土 砂 等 管 理 簿（  年 月分） 

 

 

注 この土砂等管理簿は、採取場所ごとに作成し、土砂等の搬入過程を１日ごとに記入すること。 

 

埋 立 て 等 

許 可 番 号 
許 可 の 期 間 

埋 立 て 等 

許 可 事 業 者 名 

事 業 区 域 の 

所 在 地 

埋 立 て 等 の 

土 砂 量 

埋 立 て 等 に 係 る 

現 場 責 任 者 氏 名 

 年 月 日から 

年 月 日まで 

  

 

  

土 砂 等 採 取 

事 業 者 名 
土 砂 等 採 取 場 所 の 所 在 地 

採 取 場 所 の 

工 事 内 容 

採 取 場 所 に 係 る 

現 場 責 任 者 氏 名 
土砂等運搬事業者名 

     

日 付 土砂等の１日当たりの搬入量 土砂等の１日当たりの搬出量 備    考 

前月まで

の 累 計 
   

１    

２    

３    

４    

５    

６    

７    

８    

９    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

計    

累計    
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様式第14号中「あて先」を「宛先」に改め、同様式に備考として次のように加える。 

備考 条例第11条第１項に規定する標識の掲出を証する写真（近景及び遠景）を添付すること。 

様式第14号の２中「あて先」を「宛先」に、「番地」を「番」に、「使用された」を「使用した」に改め、同

様式備考第２項中「別紙土砂等搬入量集計表」を「報告期間に係る別紙土砂等搬入量集計表及び土砂等管理簿の

写し」に改め、同項を同様式備考第３項とし、同様式備考第１項の次に次の１項を加える。 

２ 報告期間の末日前１週間以内に撮影した事業区域の写真を添付すること。 

様式第15号中「あて先」を「宛先」に、「番地」を「番」に、「及び工事写真」を「、工事写真及び事業状況

報告書（報告済みのものを除く。）」に改める。 

様式第16号中「あて先」を「宛先」に改める。 

様式第17号中「番地」を「番」に改める。 

様式第18号中 

「 あなたが大津市        番地     ほか      筆で行って 

いる埋立て等について、大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例 

第13条第２項 

第17条第１項・第２項 

第18条第２項 

第19条第２項・第３項・第４項 

の規定により、次のとおり命ずる。 

」 

を 

              

「 あなたが大津市        番      ほか      筆で行って 

いる埋立て等について、大津市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例  に改める。 

第  条第  項の規定により、次のとおり命ずる。            」 

様式第21号中「あて先」を「宛先」に改める。 

附 則 

 この規則は、平成25年３月１日から施行する。 

大津市訓令第１号 

 大津市事務決裁規程（昭和56年訓令第９号）の一部を次のように改正する。 

  平成25年２月15日 

大津市長  越    直  美 

 別表第１号の表２の部２の款第２号中「任免」を「任命等」に改め、同号ア中「条例により設置しているもの

等重要なもの」を「イに掲げる場合以外の場合」に改め、同号イ中「その他のもの」を「再任の場合」に改める。 

別表第１号の表３の部９の項第１号中「重要なもの」を「3,000万円以上のもの」に改め、同項第２号中「そ

の他のもの」を「1,000万円未満のもの」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次のように加える。 

⑵ 1,000万円以上3,000万円

未満のもの 

 ○      総務部長 
（総務課長） 
（財政課長） 

 

別表第２号総務部の表職員課の部３の款３の項中「、昇任、降任、配置換え及び退職の承認」を削り、同項の

次に次のように加える。 

４ 昇任、降任、配置換え及び

退職の承認の決定 

⑴ 課長補佐相当職位以上の

役付職位 

⑵ 前号に掲げる職位以外の

役付職位及び一般職員 

 
 
○ 

 
 
 
 
○ 

 
 
 
 

      

 

別表第２号都市計画部の表住宅課の部１の款中４の項を５の項とし、３の項を４の項とし、２の項の次に次の

ように加える。 

３ 明渡請求訴訟の遂行方針に

おける基本事項の決定 
 ○        

訓 令 
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   附 則 

この訓令は、平成25年２月15日から施行する。 

大津市告示第22号 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第19条第１項の規定により都市計画を決定したので、同法第20条第１項

の規定により次のとおり告示し、同条第２項の規定により当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。  

  平成25年１月30日 

大津市長  越    直  美 

１ 都市計画の種類及び名称 大津湖南都市計画地区計画 レイクウエスト仰木の里地区地区計画 

２ 都市計画を決定した土地の区域 大津市仰木の里四丁目の一部 

３ 図書の縦覧場所 大津市役所都市計画部都市計画課 

（平成25年１月30日掲示済） 

 

 

大津市告示第23号 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第19条第１項の規定により都市計画

を変更したので、同法第21条第２項において準用する同法第20条第１項の規定により次のとおり告示し、同法第

21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。  

  平成25年１月30日 

大津市長  越    直  美 

１ 都市計画の種類及び名称 大津湖南都市計画公園 ５・５・３号近江神宮外苑公園 

２ 都市計画を変更する土地の区域 大津市柳が崎の一部 

３ 図書の縦覧場所 大津市役所都市計画部都市計画課 

（平成25年１月30日掲示済） 

 

 

大津市告示第24号 

 景観法（平成16年法律第110号）第８条第１項に規定する景観計画を変更したので、同法第９条第８項におい

て準用する同条第６項の規定により、次のとおり告示し、及び当該変更後の景観計画の図書を公衆の縦覧に供す

る。  

  平成25年１月30日 

大津市長  越    直  美 

１ 変更した景観計画の名称 大津市景観計画 

２ 効力の発生する日 平成25年１月30日 

３ 図書の縦覧場所 大津市役所都市計画部都市計画課 

（平成25年１月30日掲示済） 

 

 

大津市告示第31号 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条

第４項においてその例によるものとされる生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定に基づき指定介護機関と

して新たに指定したもの及び指定介護機関のうち廃止の届出があったものについて、同法第55条の２の規定によ

り次のとおり告示する。 

  平成25年２月15日 

大津市長  越    直  美 

１ 新たに指定したもの 

事業所の名称 事業所の所在地 開 設 者 
主たる事務所 

の 所 在 地 
サービスの種類 指定年月日 

ルミエス瀬田リハ

ビリデイサービス 

大津市大萱一丁目

５番２号ルミエス

瀬田１階 

アーネスト株式

会社 

大津市大萱一丁目

５番28号クラベス

ビル３階 

通所介護・介護

予防通所介護 

平成24年 

11月１日 

      

告 示 
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医療法人恵和会林

内科クリニック 

大津市今堅田二丁

目16番11号 

医療法人恵和会 大津市今堅田二丁

目16番11号 

居宅療養管理指

導・介護予防居

宅療養管理指導 

平成24年 

12月１日 

デイサービス輝楽

里 

大津市下阪本一丁

目40番６号 

株式会社サポー

トワンセルフ  

大津市仰木の里一

丁目15番14号 

通所介護・介護

予防通所介護 

平成24年 

12月１日 

フィルマ膳所リハ

ビリデイサービス 

大津市本宮二丁目

10番15号 

株式会社 Firma 

Habicht 

大津市粟津町５番

１号エル石山１ 

通所介護・介護

予防通所介護 

平成25年 

１月１日 

ステーション薬局

石山店 

大津市粟津町３番

２号ＪＲ石山駅Ｎ

Ｋビル301号 

株式会社ステー

ション薬局高槻 

大津市粟津町３番

２号 

居宅療養管理指

導・介護予防居

宅療養管理指導 

平成25年 

１月１日 

ミント薬局桜野町

店 

大津市桜野町二丁

目４番７号パデシ

オン西大津１Ｆ 

株 式 会 社

SINCERELY 

広島県廿日市市宮

内4311番地１ 

居宅療養管理指

導・介護予防居

宅療養管理指導 

平成25年 

２月１日 

居宅介護支援事業

所ライフケアなご

み 

大津市中央二丁目

３番26号小堀マン

ションＤ－２ 

特定非営利活動

法人ライフケア

なごみ 

大津市中央二丁目

３番26号小堀マン

ションＤ－２ 

居宅介護支援 平成25年 

２月１日 

２ 廃止の届出があったもの 

事業所の名称 事業所の所在地 開 設 者 
主たる事務所 

の 所 在 地 
サービスの種類 廃止年月日 

デイサービス良庵 大津市中央一丁

目２番34号 

有限会社良庵 京都市左京区鹿ケ

谷法然院町50番地

の８ 

居宅介護支援 
平成20年 

10月31日 

医療法人恵和会林

診療所 

大津市真野二丁

目24番３号 

医療法人恵和会 大津市真野二丁目

24番３号 

居宅療養管理指

導・介護予防居

宅療養管理指導 

平成24年 

６月30日 

短期入所生活介護

事業所はやし 

大津市真野二丁

目24番３号 

医療法人恵和会 大津市真野二丁目

24番３号 

短期入所生活介

護・介護予防短

期入所生活介護 

平成24年 

６月30日 

 

 

大津市告示第32号 

生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定に基づき指定医療機関として新たに指定したもの及び指定医療機

関のうち廃止の届出があったものについて、同法第55条の２の規定により次のとおり告示する。 

  平成25年２月15日 

大津市長  越    直  美 

１ 新たに指定したもの 

名  称 所 在 地 申 請 者 
指定の 

種 別 
指定年月日 

かたた薬局 
大津市今堅田二丁目26番18

号 

有限会社エム・ケイ・

ファーマシー 
調剤 平成24年11月24日 

小松診療所 大津市北小松417番地 上川 龍彦 医科 平成24年12月１日 

２ 廃止の届出があったもの 

名  称 所 在 地 届 出 者 
指定の 

種 別 
廃止年月日 

かたた薬局 
大津市今堅田二丁目25番19

号 

有限会社エム・ケイ・

ファーマシー 
調剤 平成24年11月23日 

小松診療所 大津市北小松417番地 上川 文彦 医科 平成24年11月30日 
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大津市告示第33号  

生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定に基づき指定介護機関として新たに指定したもの及び指定介護機

関のうち廃止の届出があったものについて、同法第55条の２の規定により次のとおり告示する。 

  平成25年２月15日 

大津市長  越    直  美 

１ 新たに指定したもの 

事業所の名称 事業所の所在地 開 設 者 
主たる事務所 

の 所 在 地 
サービスの種類 指定年月日 

ルミエス瀬田リハ

ビリデイサービス 

大津市大萱一丁目

５番２号ルミエス

瀬田１階 

アーネスト株式

会社 

大津市大萱一丁

目５番28号クラ

ベスビル３階 

通所介護・介護

予防通所介護 

平成24年 

11月１日 

医療法人恵和会林

内科クリニック 

大津市今堅田二丁

目16番11号 

医療法人恵和会 大津市今堅田二

丁目16番11号 

居宅療養管理指

導・介護予防居

宅療養管理指導 

平成24年 

12月１日 

デイサービス輝楽

里 

大津市下阪本一丁

目40番６号 

株式会社サポー

トワンセルフ 

大津市仰木の里

一丁目15番14号 

通所介護・介護

予防通所介護 

平成24年 

12月１日 

ケアプランセンタ

ーあんず 

大津市稲津二丁目

３番30号 

有限会社あった

か介護サービス

湯ず 

大津市稲津一丁

目７番24号 

居宅介護支援 平成24年 

12月１日 

すまいるえがお介

護相談センター 

大津市水明一丁目

16番地８ 

株式会社えがお 京都市中京区西

ノ京南上合町82

番地の34 

居宅介護支援 平成25年 

１月１日 

フィルマ膳所リハ

ビリデイサービス 

大津市本宮二丁目

10番15号 

株式会社Firma 

Habicht 

大津市粟津町５番

１号エル石山１ 

通所介護・介護

予防通所介護 

平成25年 

１月１日 

ステーション薬局

石山店 

大津市粟津町３番

２号ＪＲ石山駅Ｎ

Ｋビル301号 

株式会社ステー

ション薬局高槻 

大津市粟津町３

番２号 

居宅療養管理指

導・介護予防居

宅療養管理指導 

平成25年 

１月１日 

ミント薬局桜野町

店 

大津市桜野町二丁

目４番７号パデシ

オン西大津１Ｆ 

株 式 会 社

SINCERELY 

広島県廿日市市

宮内4311番地１ 

居宅療養管理指

導・介護予防居

宅療養管理指導 

平成25年 

２月１日 

居宅介護支援事業

所ライフケアなご

み 

大津市中央二丁目

３番26号小堀マ

ンションＤ－２ 

特定非営利活動

法人ライフケア

なごみ 

大津市中央二丁目

３番26号小堀マン

ションＤ－２ 

居宅介護支援 平成25年 

２月１日 

２ 廃止の届出があったもの 

事業所の名称 事業所の所在地 開 設 者 
主たる事務所 

の 所 在 地 
サービスの種類 廃止年月日 

デイサービス良庵 大津市中央一丁

目２番34号 

有限会社良庵 京都市左京区鹿ケ

谷法然院町50番地

の８ 

居宅介護支援 平成20年 

10月31日 

医療法人恵和会林

診療所 

大津市真野二丁

目24番３号 

医療法人恵和会 大津市真野二丁目

24番３号 

居宅療養管理指

導・介護予防居

宅療養管理指導 

平成24年 

６月30日 

短期入所生活介護

事業所はやし 

大津市真野二丁

目24番３号 

医療法人恵和会 大津市真野二丁目

24番３号 

短期入所生活介

護・介護予防短

期入所生活介護 

平成24年 

６月30日 

デイケアセンター

はやし 

大津市真野二丁

目24番３号 

医療法人恵和会 大津市真野二丁目

24番３号 

通所リハビリテ

ーション・介護

予防通所リハビ

リテーション 

平成24年 

６月30日 
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大津市告示第34号  

介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項の指定居宅サービス事業者として、次の者を指定した。 

  平成25年２月15日 

大津市長  越    直  美 

事業所の名称 
事 業 所 の 

所 在 地 

申請者の名称及び 

代 表 者 の 氏 名  

主たる事務所

の 所 在 地 

サービス

の 種 類 

指 定 

年月日 

介 護 保 険 

事業所番号 

ラ・ケアこくぶ 大津市国分一丁

目４番１号 

株式会社ラ・ケア 

 代表取締役 内田 

幹也 

京都市右京区西

京極中町37番地

１ 

通所介護 平成25年 

２月１日 

2570103537 

真情デイ・サー

ビス横木 

大津市横木一丁

目９番４号 

ニューワンズ株式会

社 

代表取締役 新庄 

一範 

大津市大萱一丁

目４番５号 

 

通所介護 平成25年 

２月１日 

2570103545 

 

 

大津市告示第35号  

介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項の指定居宅サービス事業者として指定した次の者から､事業

の廃止の届出があった。 

  平成25年２月15日 

大津市長  越    直  美 

事業所の名称 
事 業 所 の 

所 在 地 

申請者の名称及び 

代 表 者 の 氏 名  

主たる事務所

の 所 在 地 

サービス

の 種 類 

介 護 保 険 

事業所番号 
廃止年月日 

瀬田川デイサー

ビスセンター 

大津市瀬田五丁

目22番３号 

株式会社結デイ・サ

ポート 

代表取締役 加登 

麻子 

大津市下阪本六

丁 目 25 番 17 －

314号 

通所介護 2570102901 平成25年 

３月31日 

 

 

大津市告示第36号  

介護保険法（平成９年法律第123号）第46条第１項の指定居宅介護支援事業者として、次の者を指定した。 

  平成25年２月15日 

大津市長  越    直  美 

事業所の名称 
事 業 所 の 

所 在 地 

申請者の名称及び 

代 表 者 の 氏 名  

主たる事務所

の 所 在 地 

サービス

の 種 類 

指 定 

年月日 

介 護 保 険 

事業所番号 

おうみ居宅介護

支援事業所 

大津市皇子が丘

二丁目10番13号

西大津ビル501

号室 

株式会社アイケア 

 代表取締役 橋本 

義三 

大津市皇子が丘

一丁目23番19号 

 

居宅介護

支援 

平成25年

２月１日 

2570103180 

ケアステーショ

ンなおび 

大津市膳所一丁

目９番45号 

松井ハウス株式会社 

 代表取締役 松井 

 滋 

大津市中央二丁

目４番17号 

居宅介護

支援 

平成25年

２月１日 

2570103529 

 

 

大津市告示第37号  

介護保険法（平成９年法律第123号）第53条第１項の指定介護予防サービス事業者として、次の者を指定した。 

  平成25年２月15日 

大津市長  越    直  美 

事業所の名称 
事 業 所 の 

所 在 地 

申請者の名称及び

代 表 者 の 氏 名 

主たる事務所

の 所 在 地 

サービス 

の 種 類 
指 定 

年月日 

介 護 保 険 

事業所番号 

ラ・ケアこくぶ 大津市国分一丁

目４番１号 

株式会社ラ・ケア 

 代表取締役 内田 

幹也 

京都市右京区西

京極中町37番地

１ 

介護予防

通所介護 

平成25年 

２月１日 

2570103537 
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大津市告示第38号  

介護保険法（平成９年法律第123号）第53条第１項の指定介護予防サービス事業者として指定した次の者から､

事業の廃止の届出があった。 

  平成25年２月15日 

大津市長  越    直  美 

事業所の名称 
事 業 所 の 

所 在 地 

申請者の名称及び

代 表 者 の 氏 名 

主たる事務所

の 所 在 地 

サービス 

の 種 類 

介 護 保 険 

事業所番号 

廃 止 

年月日 

瀬田川デイサー

ビスセンター 

大津市瀬田五丁

目22番３号 

株式会社結デイ・サ

ポート 

代表取締役 加登 

麻子 

大津市下阪本六

丁 目 25 番 17 －

314号 

介護予防

通所介護 

2570102901 平成25年 

３月31日 

 

建築基準法第42条第１項第４号の規定に基づく道路の指定公告 

次の道路を建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第４号による道路として指定した。 

平成25年１月31日 

大津市長  越    直  美 

指定する道路の名称 指定する区間 
延 長 

（メートル） 

幅 員 

（メートル） 
 

起点 大津市馬場二丁目字日尾259番11の一部  都市計画道路 

８．７．６号 

膳所駅南北連絡道路 終点 大津市馬場二丁目字日尾270番２の一部 
85.0 

最小7.0 

最大9.6  

（平成25年１月31日掲示済） 

 

 

農用地利用集積計画公告 

農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第18条第１項の規定により、次のように農用地利用集積計画

を定めたので、同法第19条の規定に基づき公告する。 

平成25年２月１日 

大津市長  越    直  美 

「次のように」は省略し、当該農用地利用集積計画書を大津市役所産業観光部農林水産課に備え置いて縦覧に

供する。 

（平成25年２月１日掲示済） 

 

 

都市計画法に基づく開発行為に関する工事完了公告  

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第１項の規定による開発行為に関する工事の完了届に対し、同条

第２項の規定により、次のとおり検査済証を交付した。 

平成25年２月１日 

大津市長  越    直  美 

検 査 済 証 
開発許可を受けた者の住所・氏名 開発区域の地名・地番 面 積 

交付年月日 番 号 

草津市上笠四丁目２番25号 

 オウミ住宅株式会社 

代表取締役 奥本 秀樹 

開発区域 

 大津市月輪三丁目字南流710

番６、711番２、714番、715

番１、同番２、716番１、同

番２、717番、同番１、718番 

開発区域 

6,782.36㎡ 

開発行為に関す

る工事の区域 

  99.89㎡ 

平成25年 

１月30日 

第1095号 

公 告 
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 及び同番１並びに同町字小松

原765番175の一部 

開発行為に関する工事の区域 

 大津市月輪三丁目字南流710

番２の一部及び718番２の一

部並びに同町字小松原765番

176の一部 

   

（平成25年２月１日掲示済） 

 

 

都市計画法に基づく開発行為に関する工事完了公告  

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第１項の規定による開発行為に関する工事の完了届に対し、同条

第２項の規定により、次のとおり検査済証を交付した。 

平成25年２月５日 

大津市長  越    直  美 

検 査 済 証 
開発許可を受けた者の住所・氏名 開発区域の地名・地番 面 積 

交付年月日 番 号 

守山市梅田町15番９号 

 橋本不動産株式会社 

代表取締役 橋本 達雄 

開発区域 

大津市国分一丁目字畑ケ山  

139番48の一部、同番49の一

部、同番65、同番69の一部、

157番、158番及び159番１ 

開発行為に関する工事の区域 

大津市国分一丁目字畑ケ山  

139番５の一部及び上記地先大

津市法定外道路 

開発区域 

3,426.86㎡ 

開発行為に関す

る工事の区域 

172.42㎡ 

 

平成25年 

２月４日 

第1096号 

（平成25年２月５日掲示済） 

 

 

都市計画法に基づく開発行為に関する工事完了公告  

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第１項の規定による開発行為に関する工事の完了届に対し、同条

第２項の規定により、次のとおり検査済証を交付した。 

平成25年２月６日 

大津市長  越    直  美 

検 査 済 証 
開発許可を受けた者の住所・氏名 開発区域の地名・地番 面 積 

交付年月日 番 号 

大津市玉野浦６番26号201号室 

 株式会社日新地研 

代表取締役 中村 正樹 

開発区域 

大津市坂本三丁目字滋原1364

番４及び同番９ 

開発行為に関する工事の区域 

大津市坂本三丁目字滋原1356

番14の一部並びに下阪本五丁

目字椎原2513番の一部及び

2515番の一部並びに上記地先

大津市法定外道路及び普通河

川等 

開発区域 

1,161.63㎡ 

開発行為に関す

る工事の区域 

249.90㎡ 

平成25年 

２月５日 

第1097号 

（平成25年２月６日掲示済） 

 

 

道路位置指定公告 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定による道路として、次のとおりその位置を指
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定した。 

なお、関係書類は、大津市役所都市計画部建築指導課に備え、関係人の縦覧に供する。 

平成25年２月６日 

大津市長  越    直  美 

地 名 ・ 地 番 申請人の住所・氏名 
延 長 

(メートル) 

幅 員 

(メートル) 
本数 

大津市平津二丁目字讃岐533

番９ 

大津市大萱六丁目６番１号 

有限会社ベターライフ  

取締役 武村 勝広 

40.93 6.00 １ 

（平成25年２月６日掲示済） 

 

 

都市公園の開設公告  

 都市公園法（昭和31年法律第79号）第２条の２の規定に基づき、新たに供用を開始しようとする都市公園の名

称等について、次のとおり公告する。 

平成25年２月15日 

大津市長  越    直  美 

名   称 位   置 区   域 供用開始期日 

北比良旧舟だまり公園 北比良 別紙図面のとおり 平成25年２月15日 

南比良旧舟だまり公園 南比良 別紙図面のとおり 平成25年２月15日 

南浜旧舟だまり公園 和邇南浜 別紙図面のとおり 平成25年２月15日 

虹が丘南公園 和邇高城 別紙図面のとおり 平成25年２月15日 

栗の実広場 栗原 別紙図面のとおり 平成25年２月15日 

「別紙図面のとおり」は省略し、その図面を大津市役所都市計画部公園緑地課において縦覧に供する。 

 


